
令和元年度

リカレント教育等に関する調査

回答結果（抜粋）

調査実施・・・富山県リカレント教育等産学官連携推進会議小委員会
調査期間・・・令和元年９月２４日～令和元年１０月１８日
調査対象者・・・富山県リカレント教育等産学官連携推進会議構成団体会員企業・事業主及びその従業員
調査対象数及び回答数 企業等 2,000社（回答：436社）、従業員 10,000名（回答：1,860名）

資料１



リカレント教育等への意識について ①

設 問 企業等の意識 従業員の意識 傾向等

リカレント教育

等を推進してい

くべきだと思う

か（必要性はど

のくらい感じて

いるか）

企業、従業員ともに大

半がリカレント教育等

の必要性を感じてい

るが、50人以下の企

業・従業員の意識が

低い

推進すべき
24.3%

どちらかといえ

ば推進すべき
64.0%

推進する

必要は

ない
9.6%

無回答
2.1% 非常に感じて

いる

16.0%

ある程度感じ

ている

61.1%

感じてい

ない

21.5%

無回答

1.4%

【50人以下の企業等】 【51人以上の企業等】

推進すべき

30.4%

どちらかといえば推

進すべき 60.3%

推進する必

要はない

7.6%

無回答

1.7%

推進すべき

17.1%

どちらかといえば

推進すべき 68.3%

推進する必要

はない

12.1%

無回答

2.5%

１

非常に感じている

14.0%

ある程度

感じている

61.1%

感じていない

24.9%

【50人以下の企業等】

非常に感じている
18.3%

ある程度感じている
63.0%

感じていない
18.7%

【51人以上の企業等】

※従業員規模無回答３８を除く



リカレント教育等への意識について ②

設 問 企業等の意識 従業員の意識 傾向等

なぜ、リカレント

教育等を推進

する必要がある

と思うか

（複数回答）

企業、従業員ともに企

業（仕事）の成長（活

躍）のためにはリカレ

ント教育等が必要であ

ると考えている割合が

高い一方で、15％近

い従業員の方はよく分

からないと回答。

50人以下の企業では

「よくわからない」とい

う回答も多い。

【50人以下の企業等】 【51人以上の企業等】

２



リカレント教育等への意識について ③

設 問 企業等の意識 従業員の意識 傾向等

どの分野のリカ

レント教育を受

講させたいか・

受講したいか

（複数回答）

企業、従業員ともに社

会人としての基礎力

（前に踏み出す力・考

え抜く力・チームで働く

力）を伸ばす必要性を

感じている割合が高

い。

受講させる・す

る講座の内容

について特に

重視するものは

何か

（複数回答）

企業、従業員ともに

リカレント教育には、

職場で役立つ実践的

な内容を求めている。

３



リカレント教育等への意識について ④

設 問 企業等の意識 従業員の意識 傾向等

どの程度のリカ

レント教育が適

当だと考えるか

企業、従業員ともにほ

とんどが働きながら受

講できるものが適当で

あると考えている。

企業：

勤務時間（平日

昼間）の受講は

可能か

従業員：

どの時間帯を

希望するか

勤務時間内に受講が

可能と回答した企業

が約6４％であるのに

対し、勤務時間内の

受講を希望する従業

員は約35%となってい

る。

４



リカレント教育等への対応について ①

設 問 企業等の状況 従業員の状況 傾向等

現在リカレント

教育等の人材

育成に取り組ん

でいるか

（複数回答）

取組んでいない企業

が5割近く、何もしてい

ない従業員も６割近く

を占める。

50人以下の企業で

「取り組んでいない」と

回答した割合が６割近

くを占める。

５

【50人以下の企業等】 【51人以上の企業等】



リカレント教育等への対応について ②

設 問 企業等の状況 傾向等

リカレント教育

を推進していく

にあたっての課

題は何か

（複数回答）

企業、従業員ともに課

題として、仕事のため

時間を割けない点を

一番多くあげている。

従業員からは情報不

足との回答も多い。

従業員の状況

６



リカレント教育等への対応について ③

設 問 企業等の状況 傾向等

従業員が自発

的に就学や教

育訓練を受講

する際の支援

制度や休暇制

度等はあるか

リカレント教育受講の

体制整備（休暇制度

等）を望む従業員が８

割近く占めるのに対し、

そのような制度がない

企業も８割近くを占め

る。

費用支援を求める従

業員が約64％を占め

るが、費用の支援制

度がある企業は、

3７％程度にどどまっ

ている。

設 問 従業員の状況

会社に対して望

むことは何か

（複数回答）

７



リカレント教育等への対応について ④

設 問 企業等の状況 従業員の状況 傾向等

企業：

国の人材開発

支援助成金を

利用したことが

あるか

従業員：

国の教育訓練

給付金を利用し

たことがあるか

企業の半数以上は国

の制度を知っているが、

従業員の3分の2近く

が国の制度を知らな

い。

リカレント教育等の推進に向けて

リカレント教育

の推進に向け

て今後どのよう

な施策が必要

だと思うか。

企業、従業員ともに社

会人（従業員）の意識

啓発が必要だと考え

ている割合が高い。

８


